
第１部
平成２０年１１月８日
NPO法人事業継続推進機構

中小企業ＢＣＰステップアップ・ガイド（４．０版）
＜第1部　ＢＣＰの基礎になる防災対策の実施＞
説明：様式中に例示の記入を残していますが、実際には消去して記入してください。

［ステップ２文書様式］　貴社が直面する災害・事故リスクは何か

文書2-1(必須)　地域で懸念されている災害の一覧整理（様式例）
	リスクの種類
	説明
	懸念される事業所
	懸念される被害の種類
	被害の概要および程度
	対応の優先順位

	地震Ａ
	南海地震・・・
	
	
	
	


	地震Ａの津波
	南海地震・・・
	
	
	
	

	地震Ｂ
	○断層地震・・
	
	
	
	

	河川氾濫
	○○川・・・
	
	
	
	

	下水逆流氾濫
	
	
	
	
	

	高潮
	
	
	
	
	

	感染症
	鳥ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ
	
	
	
	

	拠点の焼失
	
	
	
	
	

	ＩＴ重大事故
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


説明：①これらの例示の全ての種類を考える必要はありません。ただし、最低、２，３の懸念される災害はあるはずです。

　　　②対応の優先順位は、最初に対策を考えるものが選べれば、その他の順位は特につけなくても構いません。

注）本ガイドの様式は、中小企業庁「中小企業ＢＣＰ策定運用指針」、経済産業省「事業継続計画策定ガイドライン」、ＳＥＭＩ Japan資料、滋賀県経済同友会資料等を参考にしています。

［ステップ３文書様式］　緊急時の代替連絡拠点の確保と情報発信・情報共有

文書3-1(必須)　代替連絡拠点の概要（様式例）
	通常の連絡拠点
	本社　○○会議室

	代替連絡拠点名
	△△支店　○○会議室

	平
時
	所在地
	

	
	電話番号、ＦＡＸ
	

	
	担当者
	

	緊　

急

時
	代替拠点緊急参集者及び役割
	全○名。別紙○のとおり

	
	代替拠点設置の判断基準
	震度○の地震発生、○川が危険水位、・・・・

	
	電話、ＦＡＸ、メールアドレス
	

	
	携帯電話番号、携帯アドレス
	

	
	代替拠点への移動手段
	本社から～　Ａ部長の自宅から～

	
	・・・
	


　注：拠点への地図、道順等が必要であれば備えます。また、拠点へ持ち込むものが必要であれば、リストにしておきます。

文書3-2(小、中：重要、百：必須)　代替連絡拠点への緊急参集者及び役割分担表（様式例）
	代替連絡拠点名：

	役割
	具体的な業務
	担当者
	代行者

	統括責任者
	
	
	(２名記載が望ましい)

	副統括責任者
	
	
	

	取引先緊急連絡
	
	
	

	社内連絡・情報収集
	
	
	

	・・・
	
	
	


　説明：①小企業の場合には、代替拠点へ向かう人数は少数でも構いませんが、２人以上にすべきです。

　　　　②代行者は、人数の余裕がなければ、総括責任者以外は可能な範囲で決めるので足ります。

凡例～小：小企業(従業員20人以下をめど)、中：中企業（従業員20人超100人以下をめど）、百：百人超の企業(従業員100人超をめど)。ただし、主に製造業を念頭においた区分であり、必要に応じ変更して構いません。以下のステップでも同様の凡例とします。

文書3-3(必須)　災害・事故発生直後に連絡すべき相手先リスト（様式例）
	連絡相手方名
	連絡重要度
	連絡先担当者
	連絡方法
	連絡する趣旨

	当社○○事業所
	高
	氏名

代理氏名
	電話　　ＦＡＸ　　　電子メール

携帯電話　　　　　携帯メール　
	

	当社□□出張所
	
	
	
	

	Ａ社
	高
	氏名

代理氏名
	電話　　ＦＡＸ　　　電子メール

携帯電話　　　　　携帯メール　
	製品①の得意先

	Ｂ銀行
	
	
	
	

	Ｃ商工会
	
	
	
	


説明：①これら相手先に代替連絡拠点を事前に通知しておきます。それにより先方から連絡がつく可能性が高まります。

②このリストの常備場所及び常時携帯すべき社員を決めます。　　③関係の公的機関にも、連絡する必要がある場合もあります。

④災害用伝言ダイヤル171、ＷＥＢ171、携帯用災害伝言版を互いに使用する可能性があれば、それも記入します。

文書3-4(必要に応じて)　連絡先ごとの詳細様式（例）：文書3-3に加えて必要に応じて作成してください。
	連絡先名称
	○○　株式会社

	連絡の重要度・必要性
	＜重要度　高＞　　必要性～

	連絡先担当者１
	部署　　　氏名

電話　　　ＦＡＸ　　　　メールアドレス　　　　携帯電話番号　　　　　　携帯電話メール

	連絡先担当者２
	部署　　　氏名

電話　　　ＦＡＸ　　　　メールアドレス　　　　携帯電話番号　　　　　　携帯電話メール

	連絡先担当者３
	

	伝達すべき事項
	

	聴取すべき事項
	


　説明：今後のＢＣＰ作成の作業の結果、この連絡先ごとの様式に記述すべき情報は増えていくと考えてください。

文書3-5(推奨)　情報収集結果一覧表（形式は任意）～社員・家族の安否、建物、設備、重要な情報･文書、ライフライン、道路、鉄道等のインフラ、重要取引先の被害、周辺地域の被害などを、もれなく整理するために有効です。必要に応じて用意しておくことをお勧めします。

［ステップ４様式］　緊急時の対応体制と指揮命令系統

文書4-1(必須)　対応体制･指揮命令系統図（様式例）




文書4-2(必須)　災害対策本部の設置（様式例）
	災害対策本部の設置

	災害対策本部を設置する可能性がある脅威/状況
	（例）地震、台風、洪水警報

	災害対策本部を設置する権限者
	（例）社長

	災害対策本部を設置する権限者の代理者
	（例）専務

	災害対策本部を設置する時期
	（例）震度５強以上の地震が発生したとき

	災害対策本部を設置する場所
	（例）本社屋

	災害対策本部の代替設置場所
	（例）本社工場内オフィス

	災害対策本部の要員
	（例）社長、専務、常務、総務部長、各部部長・・・・・


説明：いつ、誰が、どこに、どのように、災害対策本部を設置するのかを整理し、明記する。

文書4-3 (重要）：緊急対応の訓練計画(形式は任意)～緊急対応メンバーが集合し役割を確認する訓練について、時期、頻度、参加対象などを定めます。

［ステップ５様式］　緊急時の安否確認と社内緊急連絡網
文書5-1(必須)：安否確認方法一覧表（様式例）

	安否確認の責任者
	責任者：　　　　　　　　　　　代理者：　　　　　　　　　　担当者：

	安否確認の担当体制
	担当者：(注：複数名記述)

	安否確認の実施場所
	本社（○○部）　　　　　　　　代替実施場所

注：必要な場合には、夜間･休日の場合の方法を記載

	安否確認の方法・手順
	

	安否確認の発動条件
	例：震度○以上の地震

	連絡が取れない場合の対応
	例：近隣居住の社員に実地に確認してもらう

	死傷者が出た場合の社内情報共有方策
	注：社長、幹部、関連部局への連絡ルールなどを記述

	・・・
	


文書5-2(重要)　安否確認の訓練計画及び結果評価（形式は任意）
説明：①安否確認は、定期的に訓練を行うことが必要です。

②安否の把握率などを分析することにより、実施方法の是正に役立てることができます。
［ステップ６様式］　避難、二次災害防止、備蓄など既存の対策の改善

1)　生命の安全確保に関する対策

文書6-1(必須)　顧客、来客、社員（協力会社、派遣会社社員などを含む）の避難･誘導方法（様式例）
	事業所名、建物名等
	

	避難誘導責任者

同　上（代理者）
	

	顧客、来客の誘導方法
	（注：誘導担当者を明記。また、地震の際すぐに屋外避難すべきか下記留意事項を熟慮すること）

	社員（協力企業、派遣社員を含む）

の避難方法
	（注：同上）

	避難経路
	別図参照

	避難先（集合場所）
	

	近隣の避難所
	


説明：①避難後の集合場所において点呼を行うことで安否確認ができます。

②地震では、火災や倒壊の危険が無い場合には、耐震性のある建物内に残っていた方が安全な場合が多いので留意してください。
文書6-2(重要)　避難･誘導の定期的な訓練計画(形式は任意)
説明：①毎年、計画を策定して文書化しておきます。なお、毎年実施する時期を決めておくのも一案です。

②時期、訓練の場所、訓練参加者等の概要を記載します。

文書6-3(重要)　 閉じ込め、下敷き等の救出用機材の配置状況一覧表（様式例）
	品　　名
	個　　数
	保　管　場　所
	管理責任者

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


説明：①例として、バール、のこぎり、スコップ、ハンマー、照明器具、番線カッター、ジャッキ、簡易ウインチ、ロープ、はしご、防塵マスク等があげられます。
　　　②備えていても管理責任者や保管場所が分わからないといざというときに役立ちませんので、リストの整理・共有が必要です。

2)　二次災害の防止
文書6-4（必須）　二次災害防止の実施計画 (形式は任意)
説明：①火災・延焼防止、薬液などの噴出・漏洩防止、建物･構築物の敷地外への倒壊などの二次災害の防止のための計画

②消防計画その他の既存の計画（ISO14000等の計画が有効な場合もあります）を確認し、想定する災害・事故においても有効であるか確認し、不足があれば作成します。

　　　③例えば、次の観点から十分であるかを確認してください。
・担当部局がリスト化されているか　

・災害・事故の直後、危険がないかの確認手順および要員の指定

・危険が周辺に及ぶ可能性のある場合、周辺住民への危険周知や避難の要請、行政当局への連絡の手順及び要員の指定

・各要員の訓練計画

3)　応急対応メンバー等のための備蓄

文書6-5(必須)　 応急対応メンバーのための備蓄（様式例）
	品　　名
	個　　数
	保存期限
	保　管　場　所
	管理責任者

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


説明：備蓄量について、応急対応メンバー用を超えて社員全体用をめざす場合には「推奨」となります。
4)　地域との協調・共生と地域貢献
文書6-6(推奨）地域との協調･共生と地域貢献についての文書(形式は任意)

　説明：①地域との協調・共生や地域貢献について、可能な範囲で取り組みを定める。
②地域貢献の例を以下に示します。詳しくは＜第2部＞ステップ２１を参照してください。

ⅰ　避難者へ自社の敷地や建物の一部を開放

ⅱ　保有する水、食料その他の物資を提供

ⅲ　近所の高齢者等の避難･誘導への協力

ⅳ　近所の初期消火や救出･救護活動への協力

ⅴ　必要とされる技術者の派遣

ⅵ　社員の近所の住宅の後片付け･救援物資の仕分けなどのボランティア活動参加

ⅶ　自社製品や義援金を提供

［ステップ７様式］　重要な情報のバックアップ（データ、重要文書・図面など）

文書7-1(必須)　バックアップをするデータ・文書整理表（様式例）
	情報･文書名
	保管場所
	担当部署
	担当者
	記録媒体
	現在のバックアップ状況
	実施すべきバックアップ対応

	
	
	
	
	
	方法
	頻度
	保管場所と移動方法
	・・
	方法
	頻度
	保管場所と移動方法
	担当者
	実施確認者
	立上げ方法
	・・

	Ａ情報
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｂ情報
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	Ｃ文書
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


文書7-2(小、中：推奨、百：重要)　重要なデータ･文書のバックアップの実施計画(形式は任意)
説明：①重要な図面、契約等の文書の写しの作成と安全な場所での保管、その確実な継続に関する対策あるいは計画を内容とします。

②貴社自身でバックアップや写しの保管の実施可能な範囲と方法を決め、社内に習慣づけ、平時の業務の一環として確実に実施していく運用面を含めた計画を作成します。

文書7-3(小、中：推奨、百：重要)　電子データのバックアップに関する手順書及び訓練計画（形式は任意）
説明：次の点の双方について手順を定めた文書を作成します。これらは訓練も必要です。

①バックアップデータを用いて業務を別の事業所などで始める具体的な手順

②バックアップデータでの業務から、通常方法での業務へ戻す場合の手順

[ステップ８様式]　緊急対応手順の整理

文書8-1 (必須)　 緊急対応に必要な項目と対応手順（様式例）

	緊急対応時の対応手順（その１）

	項目
	情報収集、人命の安全の確保、二次災害の防止、情報管理、資源管理

	主担当
	

	手順
	手順内容
	担当
	必要な資源

	□１
	
	
	

	□２
	
	
	

	□３
	
	
	

	□４
	
	
	

	□５
	
	
	

	□６
	
	
	

	□７
	
	
	

	□８
	
	
	

	□９
	
	
	

	□10
	
	
	


説明：緊急対応に必要な項目ごとに様式を作成します。

· 緊急時の実際の対応においては手順１から行いますが、次の手順を実施するに当たり、前の手順が完了している必要はありません。

· 二次災害の防止や傷病者の救護などは、緊急性の高いものから対応します。
［ステップ９様式］　建物･設備の災害危険度の概略把握と多大な投資を要さない対策

文書9-1(必須)　建物の耐震性に関する状況把握(様式例)
	施　設　名
	構造・階数
	建築時期

（年･月）
	Ｓ56年6月以前か？
	耐震診断・補強の有無（その結果）
	目視による異常（異常の内容）
	耐震性診断・工事の当面の予定・検討状況

	社屋Ａ棟
	鉄筋コンクリート３階建
	Ｓ５０年４月
	以前
	未実施
	有り（はりに亀裂）
	あり
未定

	工場Ａ棟
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


説明：①貴社の建物の耐震性を建築時期や耐震補強の履歴などから整理します。建築時期不明の場合、昭和56年以前と同様に扱います。
②目視による建物の大きなひび、傾き、構造に影響がありそうな破損の有無もチェックします。
文書9-2(大規模重要設備：必須、他：重要)　設備、什器、機器の地震、浸水等の対策状況一覧(様式例)
	場　　所
	設　備　名
	震災対策の必要性、実施すべき内容
	浸水対策の必要性、実施すべき内容
	他の対策・・・・

	工場Ａ棟
	製造機械Ｃ
	固定が必要・未実施
	高台のため基本的に不要
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	社屋Ｂ棟
	サーバーＤ
	
	
	


説明：①建物ごとに、主要な設備の耐震対策（固定など）、浸水対策その他の対策について、必要性の評価、実施すべき内容を整理します。
②ここで大規模・重要設備とは、地震で転倒やずれが生じれば人命に関わる規模の設備・什器、あるいは、深刻な損傷が発生すれば事業復旧の大きな遅れの原因になる設備を意味します。
③耐震固定については、社員の生命･身体の安全のために全ての大規模設備に検討すべきですが、その他の対策については、重要業務（詳しくは第２部ステップ１０参照）に必要なものについて対策を行うのでよいでしょう。

文書9-3(推奨)　費用のさほどかからない建物対策、設備対策の実施計画(形式は任意)

　　説明：建物や設備に対する費用のさほどかからない耐震対策(例：本文参照)や水害対策（立地上必要な場合）を検討し、必要に応じて実施計画を策定することが推奨されます。
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本ガイドの留意事項とお願い：本ガイドは、ＮＰＯ法人事業継続推進機構が事業継続を普及していくためのツールの一つであり、改善を続けながら活用していきます。本ガイド使用条件を脚注に記載していますので、必ずご確認ください。





【参集要領】 １．震度５弱（注：例示）以上の地震が発生した場合、事務局長・各班長は至急、対策本部へ集合。


２．上記以外の災害、事故時は、事務局から各班の班長（部課長）へ連絡。


３．上記連絡を受けた班長は、班内所属従業員へ別に定める連絡網にて連絡。
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携帯メールアドレス�
�






災害対策副本部長�
�
○○常務�○○市○○�℡ 000-000-0000�携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






支　援　班�
�
班長代理　○○


所属従業員


所属従業員�
�






対　外　班�
�
班長代理　○○


所属従業員


所属従業員�
�






業　務　班�
�
班長代理　○○


所属従業員


所属従業員�
�






総　務　班�
�
班長代理　○○


所属従業員


所属従業員�
�






支 援 班 長�
�
○　○課長


○○市○○


℡ 000-000-0000


携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






対 外 班 長�
�
○　○課長


○○市○○


℡ 000-000-0000


携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






業 務 班 長�
�
○　○課長


○○市○○


℡ 000-000-0000


携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






総 務 班 長�
�
○　○部長


○○市○○


℡ 000-000-0000


携 000-0000-0000


携帯メールアドレス�
�






【班の業務】 １．上記の班別は、あくまでも一例であり、以上のほかに復旧対策班、財務班などを設けるなど、企業ごとに合理的な班別編成を検討する。


２．班ごとの業務を決め、それぞれ明記する。


３．本部長、事務局長、班長等は、集まれない場合に備え、それぞれ第3順位まで決めておく。


























































































































�　原案作成者：丸谷浩明（京都大学経済研究所、NPO法人事業継続推進機構理事長）


　 本ガイドの著作権はＮＰＯ法人事業継続推進機構が保有します（問合先� HYPERLINK "http://www.bcao.org/" ��http://www.bcao.org/�に記載）。使用条件は以下の通りです。


1)使用に伴う損害について、当機構は一切責任を負いません。


2)非営利活動での使用は自由です。営利活動での使用は、当機構の事前承認がない限り禁止します。


3)事前承認を得て営利のコンサルティング業務に使用する場合、他の本格的なＢＣＰの文献、テキスト等を必ず十分理解し、それらを併用するようお願いします。非営利の場合も同様とします。


4)本ガイドの一部を引用する場合には、当機構名を明記してください。








PAGE  
1－2

